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  産業教育の振興に関する要望 

  （専門高校の充実に関する要望） 

 
農業・工業・商業・水産・家庭・看護・情報・福祉の専門学科及び総合学科を設置

する高等学校（以下「専門高校」）は、実験・実習を多く取り入れた実践的・体験的

な学習活動により、専門的な知識、技術・技能を身に付けた多くの人材を育成・輩出

し、我が国の産業や社会の発展・繁栄に重要な役割を担ってまいりました。 

 

今日、我が国においては通信の高速化とともに、AI や IoT など情報技術が急速に

発展し、映像、音楽、書籍をはじめ様々な領域のデジタル化が進み、併せてクラウド

技術も普及したことにより、金融、小売り、医療などの日常生活が、スマートフォン

一つでこなせるようになりました。さらに０から１を生み出す生成 AI がこの２年足

らずで急速に身近なものとなり、その課題も浮き彫りになってきました。 

 

このような中、我が国の教育振興施策の「第４期教育振興基本計画」のコンセプト

は「持続可能な社会の創り手の育成」と「日本社会に根差したウェルビーイングの向

上」を掲げています。我が国が今後とも発展するためには、将来に対してしっかり目

標をもった専門高校での実践的、体験的な学びが大切であり、その学びの中で専門的

知識、技術・技能を身に付けた人材を育成することが、今後の社会全体からの要請に

応えることに繋がります。 

しかしながら、情報化、グローバル化が急速に進展し、職業に必要とされる知識、

技術･技能も高度化する現在においては、これに対応した人材の育成が喫緊の課題と

なっていますが、専門高校の人的、物的な教育資源・環境が追いついていないのが現

状です。 

 

国及び地方公共団体等におかれましては、次代を担う専門的な知識、技術・技能を

身に付けた人材を育成する専門高校のより一層の充実・発展のため、次の事項につい

て特段のご理解とご高配をお願いいたします。 

 

１ ICT環境を含めた教育施設・設備の整備推進 

（１）全国的な教育水準を維持・担保するため、公立学校に対する地方財政措置の拡

充及び都道府県等における計画的整備の推進、並びに私立学校に対する国庫補助

の充実 

  ①老朽化した施設・設備の更新 

②少人数で実験・実習に取り組み、最先端の技術を学べる施設・設備の整備 

③専門学科に必要なソフトウェア、高性能なコンピュータ及び周辺装置の導入 

④一人一台のタブレット端末の整備 

⑤実習室等への電子黒板の整備など ICT 教育環境の整備推進と更新費用の拡充 

⑥実験･実習棟への冷房設備の整備等 



（２）学校農場、工業実習棟、商業実習棟、実習船建造、被服・調理・保育実習棟、

看護師・介護福祉士等の国家資格養成施設などの整備推進 

（３）総合学科における職業教育の充実のための教育用施設・設備の整備推進 

 

２ 専門高校における教職員定数等の改善 

（１）実験・実習などの実践的・体験的な学習活動をより充実させるために専門教科

担当教職員定数の改善並びに 35人学級の実現 

（２）専門教科担当教諭と実習助手定数の弾力的運用と配置 

（３）臨時的任用を含めた専門教科担当教諭及び実習助手の配置増や学習指導員等の 

配置 

 

３ 専門高校における教職員の処遇改善等 

（１）産業教育手当の対象を全ての職業に関する学科に拡充並びに手当額の増額 

（２）農業、水産等の生物管理担当教職員の配置及び必要経費の確保、実習船の安全

運航のための臨時船員の補充と処遇の改善 

（３）企業等の技術・実務経験者の教員及び社会人講師の処遇改善 

（４）職業に関する専門学科を設置する私立学校の人材確保のために助成の充実 

（５）教員の長時間労働是正のための方策の推進 

 

４ 専門教科担当教職員の養成・採用・研修等の充実 

（１）大学等での教員養成における専門教科担当教員の養成の拡充 

（２）専門教科担当教職員の採用の拡大 

（３）専門教科担当教職員の専門性を高めるための研修の実施及び充実 

（４）企業等の技術・実務経験者の教員の採用促進（特別免許状の授与）及び社会人

講師の積極的活用 

 

５ 専門高校の教育内容（職業教育）の充実 

（１）産業界が中核となり地元自治体等と連携し、地域産業を支える人材を育成する

ための革新的な教育課程の研究開発・実践への支援 

（２）専門分野における最先端で、かつ伝統的な知識、技術・技能を学べる先進的な

取組や特色ある教育活動への支援 

（３）規範意識や倫理観、コミュニケーション能力、実践的能力等を身に付けるため

の長期インターンシップの実施のための仕組みづくりの推進 

（４）各種国家資格、専門高校の校長会等で実施する各種検定及び認定制度等が、社

会において適切に評価される取組等の推進 

（５）社会や産業界の変化に応じた最新の教育が可能な教育環境の実現のため、地域

の産業教育の中心校（拠点校）となると共に、新技術の研究や時代に即したカリ

キュラムを開発し、情報発信できる単独の専門学科からなる専門高校の維持のた

めの支援 

 



６ 専門高校卒業生の就職の充実 

（１）企業等における高卒採用枠及び募集職種等の拡大 

（２）学業を優先した健全な学校教育の実施と適正な就職の機会を維持するため、地

域の実情に応じた、いわゆる一人一社制をはじめとした｢高等学校卒業者の就職

の慣行｣の適切な運用及び「職業安定法」の趣旨･目的を踏まえた選考開始期日（９

月 16日）の遵守 

（３）地元企業等への雇用機会の拡大 

（４）女子採用の一層の促進 

（５）各種国家資格、専門高校の校長会等が実施する各種検定及び認定制度、農業ク

ラブや家庭クラブ、生徒商業研究発表大会をはじめとする生徒研究発表会等での

活動の実績、インターンシップ等の体験活動を評価した採用  

（６）適切かつ円滑な就職活動の実施のために、就職に関する情報提供の充実並びに

オンラインによる面接の実施の際における配慮 

 

７ 専門高校生徒の進学機会の拡大 

（１）大学入学者選抜において特に導入の進んでいない国公立大学における「専門学

科・総合学科卒業生選抜」の積極的な導入 

（２）専門教科を取り入れた｢大学入学者選抜試験｣の実施 

（３）各種国家資格、専門高校の校長会等が実施する各種検定試験及び認定制度を

活用した入学者選抜制度の実施（例 大学入試共通テストから専門科目（簿記・

会計）が廃止されることも踏まえ） 

（４）農業クラブや家庭クラブ、生徒商業研究発表大会をはじめとする生徒研究発

表会等での活動の実績､インターンシップ等の体験活動を評価した入学者選抜

の実施 

（５）大学等進学後の給付型奨学金及び授業料減免制度の拡充 

 

８ 高等学校専攻科の充実 

（１）高等学校専攻科生徒に対する修学支援の一層の充実 

（２）一定の基準を満たす高等学校専攻科からの大学等への編入学の積極的受入 

（３）看護師、海技士、介護福祉士などの国家資格又は専門高校の校長会等が実施す

る各種検定、認定制度及び高等学校専攻科における学修を大学等における単位と

して認定する制度の拡大 

（４）専攻科設置校への教頭複数配置 

（５）より専門的かつ実践的な教育をする実務重視型専攻科の設置・促進 

 

９ 専門高校に就学する生徒の保護者の経済的負担の軽減  

（１）専門的な分野を学ぶため高価な教科用図書の負担軽減 

（２）普通科高校の生徒に比べ、専門教育を受けるための実習機器、実験・実習にか

かる作業服等の生徒個々にかかる経費や遠距離通学者が多い実情を踏まえ、保護

者の就学に要する経費負担の軽減 



 

10 専門高校に対する理解・啓発等 

（１）小・中学校の教職員や保護者に対する専門高校についての理解・啓発の促進 

（２）中学校における「技術・家庭科」の専任教員配置の促進並びに教育の充実 

（３）生徒の個性や目的意識を尊重した中学生の主体的な進路選択の実施 

（４）専門高校生徒の学習成果発表の場である「全国産業教育フェア」や都道府県で

独自に実施する「産業教育フェア」等への支援 

（５）中途退学等を防止するための転校、転科等を容易にする制度の改善（｢学び直

しの機会｣の確保） 

 

 

11 企業と学校を結ぶコーディネーター等の配置とキャリア教育の推進 

（１）地域企業等との連携した実践的・体験的な学習活動や課題解決型学習の一層の充

実に向けて、企業と学校を結ぶコーディネーター等の配置 

（２）職場体験活動、インターンシップ等の体験活動のための、学校、参加者及び受

入企業等への財政的支援 

（３）小・中学校及び高等学校等における社会的、職業的自立に向けた職場体験活動

や、インターンシップ等の体験活動を取り入れたキャリア教育の一層の推進 

 

 

 


